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＜趣旨＞ 行政を効率化し、国民の利便性を高め、公平・公正な社会を実現する基盤

※行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号。いわゆる「マイナンバー法」）

１ 日本国内の全住民に12桁のマイナンバー（個人番号）を付番。

２ マイナンバー法に定められた社会保障・税・災害対策分野の事務（個人番号利用事務）において利用。
・利用事務に関して必要な限度で利用される事務（個人番号関係事務）においても取り扱われる。

⇒ 行政事務の効率化、情報連携による行政手続の簡素化。

３ マイナンバーは、本人確認（番号確認と身元確認）と共に使用。取得・利用・提供・保管・安全管理などに
一定のルールがある。また、マイナンバー法に定める場合以外のマイナンバーの収集・保管の禁止。

４ 法人には１３桁の法人番号が付与。個人番号と異なり、誰でも自由に利用可能。

Ⅰ 番号利用の仕組み

Ⅱ マイナンバーカード（個人番号カード）

① マイナンバーの通知後、個人の申請により交付される顔写真入りカード。

③ マイナンバーを使わずに電子的に個人を認証する機能等（ＩＣチップ）を搭載。官民の様々な用途に利用可能。

② マイナンバーの本人確認（番号確認と身元（実存）の確認）を１枚で行うことが可能。

Ⅲ マイナポータル

② 自宅のパソコン等から各種お知らせの受信、官民の各種手続きなどのサービスも提供。

① マイナンバーに関係する行政機関間での自分の情報のやり取りや情報の確認ができる個人用のサイト。

マイナンバー制度について
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マイナポータルで提供しているサービス

○ マイナポータルは、政府が運営するWebサイトです。
○ 国民一人ひとりのポータルサイトとして、2017年7月以降、様々なサービスが利用可能となっています。

A

行政機関同士があなたの個人情報を
やりとり（照会・提供）した履歴を、
確認することができます。

情報提供等記録表示
（やりとり履歴）

自己情報表示
（あなたの情報）

行政機関等が保有するあなたの個
人情報を検索して確認することが
できます。

B

お知らせ

行政機関等から配信されるお知ら
せを受信することができます。

C C

E

E

マイナポータルのお知らせからネットバ
ンキング（ペイジー）やクレジットカー
ドでの公金決済ができます。

公金決済サービス

D

D

サービス検索・電子申請機能
（ぴったりサービス）

子育てなどに関するサービスの検索
や、オンライン申請（子育てワンス
トップサービス等）ができます。

B
もっとつながる

（外部サイト連携）

外部サイト※を登録することで、マイナ
ポータルと一体的に使えるようになります。
※e-Tax、ねんきんネット、民間送達サー
ビスなど

その他のサービス

A
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○ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（マイナンバー法）附則

（検討等）
第６条 （略）
３ 政府は、この法律の施行後一年を目途として、情報提供等記録開示システム（総務大臣の使用に係る電子計算

機と第２３条第３項に規定する記録に記録された特定個人情報について総務大臣に対して第３０条第２項の規定
により読み替えられた行政機関個人情報保護法第１２条の規定による開示の請求を行う者の使用に係る電子計算
機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織であって、その者が当該開示の請求を行い、及び総務大臣がそ
の者に対して行政機関個人情報保護法第十八条の規定による通知を行うために設置し、及び運用されるものをい
う。以下この項及び次項において同じ。）を設置するとともに、年齢、身体的な条件その他の情報提供等記録開
示システムの利用を制約する要因にも配慮した上で、その活用を図るために必要な措置を講ずるものとする。

４ 政府は、情報提供等記録開示システムの設置後、適時に、国民の利便性の向上を図る観点から、民間における
活用を視野に入れて、情報提供等記録開示システムを利用して次に掲げる手続又は行為を行うこと及び当該手続
又は行為を行うために現に情報提供等記録開示システムに電気通信回線で接続した電子計算機を使用する者が当
該手続又は行為を行うべき者であることを確認するための措置を当該手続又は行為に応じて簡易なものとするこ
とについて検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。
一 法律又は条例の規定による個人情報の開示に関する手続（前項に規定するものを除く。）
二 個人番号利用事務実施者が、本人に対し、個人番号利用事務に関して本人が希望し、又は本人の利益になる

と認められる情報を提供すること。
三 同一の事項が記載された複数の書面を一又は複数の個人番号利用事務実施者に提出すべき場合において、一

の書面への記載事項が他の書面に複写され、かつ、これらの書面があらかじめ選択された一又は複数の個人番
号利用事務実施者に対し一の手続により提出されること。

参考：マイナンバー法におけるマイナポータルの位置付け
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国民

マイナポータルで提供する機能を、行政機関だけではなく企業や市民団体等の民間組織に対してもAPIとして提供する
ことで、自己情報や検索機能を活用した新たな行政サービス・民間サービスの開発につながることが期待されます。

※ APIとは、アプリケーション・プログラミング・インターフェースの略。マイナポータルのAPIの提供は、外部のWEBサービスのシス
テムからマイナポータルにアクセスしてその機能を活用できるように必要な仕様等を作成し、一定の要件の下で公開するものです。

行政機関

セキュアな
ネットワーク

マイナポータル

ੲ
ਾ



ۃ
ی
ۈ

ہ
ڼ
ی
ڶ
ۃ

APIの提供

自己情報

お知らせ

サービス検索

就労証明書
取得

電子申請

自己情報

・・・・・

国・機関等

地方公共
団体

Ａ
Ｐ
Ｉ
提
供

API連携

API連携

金
融
（
Ｆ
Ｉ
Ｎ
Ｔ
Ｅ
Ｃ
Ｈ
関
連
）

通
信
（
キ
ャ
リ
ア
・
Ｓ
Ｎ
Ｓ
関
連
）

健
康
・
医
療
・
医
薬

市
民
団
体
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
）

予防接種アプリや給付
金等への活用保険やローンの

申込に活用
引越しの住所変
更の手続に活用

将来の生活設計
の検討に活用

2019年度中
提供予定

お知らせ

2020年10月
提供予定

サービス
検索 電子申請 就労証明

書取得
民間送達
サービス
保有情報

2017年11月
提供開始

2020年度中
提供予定

2018年９月
提供開始

2020年10月
提供予定

民間送達
サービス

民間送達サー
ビス保有情報

TLS通信

マイナポータルのAPIで新たに実現されるサービス

自治体HPからの
オンライン申請

オープンデータの
活用

自治体アプリと連動
したタイムリーなお
知らせの受信

年末調整関係資料
をオンラインで提出
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○ マイナポータルには「行政機関等が保有する自己情報を確認できるサービス」があります。国民が負担なく、自己
情報の確認のみならず提供まで行えるよう、機能を拡充し、「自己情報取得ＡＰＩ」として提供する予定です。

○ 民間事業者や地方公共団体など様々なＷｅｂサービス提供者が、「自己情報取得ＡＰＩ」を活用してマイナポータ
ルと連携することで、Ｗｅｂサービス利用者の自己情報を、利用者に負担かけることなく取得できるようになります。

マイナポータルの「自己情報取得API」の仕組み

これまで

目的サイト

①マイナポータルにログイン
（カードで本人確認）

②自己情報を検索・確認・
ダウンロード

③マイナポータルからログアウト

自己情報
(例：所得)

④目的サイトにログイン

⑤自己情報をアップロード

自己情報
(例：所得)

①目的サイトにログイン

②自己情報の提供について、
本人がその都度、同意
（カードで本人確認）

例：○○銀行
住宅ローン
申し込み

例：○○銀行
住宅ローン
申し込み

左の③④が不要
（利用者のログインが１回ですむ）
（ログイン先が自動で切り替わる）

利用者
利用者

目的サイト

左の②⑤が不要
（自己情報をダウンロード・
アップードする必要なし）
（システム間でやりとりする）

目的サイトのサービス向上・
利用促進に資する

APIを使うと

マイナポータル

マイナポータル



現
在

Ａ
Ｐ
Ｉ
を
利
用

お子さんは○○の
予防接種は受けら
れていますか？

転居が多くて母子
手帳の記録が漏れ
ているかも・・・

後

日

市区町村等役所

再受診

予
防
接
種
記
録

の
取
得
・
提
供

では役所で確認して
きて下さい

※１ 取得できる予防接種記録は、予防接種法及び予防接種法施行令で定められ、かつ地方公共団体に記録されているものに限ります。
※２ 予防接種記録は予防接種法施行令で記録の保存期間を５年と定められており、５年を経過した情報は取得できません。

役所に行かないと分
からないなんて・・・

地方公共団体等
のWebサービス

母子
保健
アプリ

転居が多くてもこれま
での市町村の情報も
連携してくれるのね

母子
保健
アプリ

手帳の管理だけだと
紛失の心配があった
けどこれならいいわね

Webサービスのアプリ等に
予防接種記録を保存

Webサービスのアプリ等に
予防接種記録を保存

利用
（＋本人同意）

ＡＰＩの利用例①：子どもの予防接種記録を母子健康アプリに連携
予防接種の記録について、マイナポータルを経由してオンラインで取得し、地方自治体や民間事業者が提供している

母子保健アプリ等のサービスに登録することで、スマホアプリ等での記録管理がスムーズにできるようになります。
今後、乳幼児健診情報についてもAPI連携が可能となるよう準備中です。
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ＡＰＩの利用例②：ローン契約が簡単かつスピーディーに

利用者がローン等の審査の際に必要な所得情報をオンラインで即時に取得し、登録することで、ローンの審査を
スムーズに進めることができます。

現
在

Ａ
Ｐ
Ｉ
を
利
用

お金を借りたいんですが・・・
役所で所得証明書
（課税証明書）を
発行してもらってきてく
ださい

役所に行く暇がないのに・・・

・・・審査が通りました
ので入金します

金融機関

後
日

市区町村等役所

再申込

ローンの申込を
インターネットで

金融機関
審査

申込
（＋本人同意）

即
日
又
は

後
日

所
得
情
報
の

取
得
・提
供

金融機関

書類提出が不要
だし、銀行に出向
く必要がなかった

電話又はメール等にて申込者に連絡

金融機関
Webサービス
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マイナポータルの自己情報取得APIで取得できようになる特定個人情報の一覧
No. 分野名

分野
詳細名

自己情報
番号

情報の内容

1 世帯情報 世帯情報 1 住民基本台帳法第七条第四号に規定する事項

2 税 地方税 2
地方税法その他の地方税に関する法律に基づ
く条例の規定により算定した税額若しくはそ
の算定の基礎となる事項に関する情報

3-1
学校保健安全法による医療に要する費用につ
いての援助に関する情報

3-2
医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関す
る法律による医療に関する給付の支給又は保
険料の徴収に関する情報

3-3
船員保険法による保険給付の支給に関する情
報

予防接種 3-4
予防接種法による予防接種の実施に関する情
報

3-5
国民健康保険法第五十六条第一項に規定する
他の法令による給付の支給に関する情報

3-6
健康保険法第五十五条に規定する他の法令に
よる給付の支給に関する情報

3-7
健康保険法第百二十八条に規定する他の法令
による給付の支給に関する情報

3-8
高齢者の医療の確保に関する法律第五十七条
第一項に規定する他の法令による給付の支給
に関する情報

3-9
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律第七条に規定する他の法令
により行われる給付の支給に関する情報

3-10
児童福祉法第二十一条の五の三十に規定する
他の法令による給付の支給に関する情報

3-11
児童福祉法第二十四条の二十二に規定する他
の法令による給付の支給に関する情報

3-12
雇用保険法第三十七条第八項に規定する他の
法令による給付の支給に関する情報

3-13
船員保険法第三十三条に規定する他の法令に
よる給付の支給に関する情報

3-14
介護保険法第二十条に規定する他の法令によ
る給付の支給に関する情報

3-15
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第
三十条の二に規定する他の法律による医療に
関する給付の支給に関する情報

3-16

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
に関する法律第三十九条第一項に規定する他
の法律による医療に関する給付の支給に関す
る情報

3-17
医療保険各法その他の法令による医療に関す
る給付の支給に関する情報

3-18
児童福祉法第十九条の七に規定する他の法令
による給付の支給に関する情報

3-19
難病の患者に対する医療等に関する法律によ
る特定医療費の支給に関する情報

3-20
難病の患者に対する医療等に関する法律第十
二条に規定する他の法令による給付の支給に
関する情報

3

社会保障
（健康・医療）

医療保険

健康・医療
その他

No. 分野名
分野

詳細名
自己情報

番号
情報の内容

子ども・子
育て支援

4-1
児童手当法による児童手当若しくは特例給付
の支給に関する情報

4-2
児童扶養手当法による児童扶養手当の支給に
関する情報

4-3
母子及び父子並びに寡婦福祉法による給付金
の支給に関する情報

4-4
児童福祉法による母子生活支援施設における
保護の実施に関する情報

4-5
母子及び父子並びに寡婦福祉法による資金の
貸付けに関する情報

4-6
母子保健法による養育医療の給付又は養育医
療に要する費用の支給に関する情報

4-7 母子保健法による妊娠の届出に関する情報

4-8
高等学校等就学支援金の支給に関する法律に
よる就学支援金の支給に関する情報

4-9
特別支援学校への就学奨励に関する法律によ
る特別支援学校への就学のため必要な経費の
支弁に関する情報

4-10
児童福祉法による小児慢性特定疾病医療費、
療育の給付若しくは障害児入所給付費の支給
に関する情報

4-11

児童福祉法による障害児入所支援、小児慢性
特定疾病医療費の支給若しくは措置（同法第
二十七条第一項第三号又は第二項の措置をい
う。）に関する情報

5-1
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律による自立支援給付の支給
に関する情報

5-2
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律による療養介護若しくは施
設入所支援に関する情報

5-3
児童福祉法による障害児通所支援に関する情
報

5-4

身体障害者福祉法による身体障害者手帳、精
神保健及び精神障害者福祉に関する法律によ
る精神障害者保健福祉手帳若しくは知的障害
者福祉法にいう知的障害者に関する情報

5-5
児童福祉法による障害児入所支援若しくは措
置（同法第二十七条第一項第三号の措置をい
う。）に関する情報

5-6

児童福祉法による障害児入所支援、措置（同
法第二十七条第一項第三号若しくは第二項又
は第二十七条の二第一項の措置をいう。）若
しくは日常生活上の援助及び生活指導並びに
就業の支援の実施に関する情報

5-7
特別児童扶養手当等の支給に関する法律によ
る特別児童扶養手当の支給に関する情報

5-8

特別児童扶養手当等の支給に関する法律によ
る障害児福祉手当若しくは特別障害者手当又
は昭和六十年法律第三十四号附則第九十七条
第一項の福祉手当の支給に関する情報

5-9
生活保護法による保護の実施若しくは就労自
立給付金若しくは進学準備給付金の支給に関
する情報

5-10
年金生活者支援給付金の支給に関する法律に
よる年金生活者支援給付金の支給に関する情
報

5-11
中国残留邦人等支援給付等の支給に関する情
報

5-12

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永
住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の
自立の支援に関する法律による永住帰国旅
費、自立支度金、一時金、一時帰国旅費又は
中国残留邦人等支援給付等の支給に関する情
報

介護・高齢
者福祉

5-13
介護保険法による保険給付の支給、地域支援
事業の実施若しくは保険料の徴収に関する情
報

4

社会保障
（子ども・子育
て）

母子家庭等
関係

母子保健

教育・就学
支援

子ども・子
育て その他

5

社会保障
（福祉・介護）

障害保健福
祉

生活保護・
福祉一般

中国残留邦
人等支援

No. 分野名
分野

詳細名
自己情報

番号
情報の内容

6-1 雇用保険法による給付の支給に関する情報

6-2
雇用保険法による教育訓練給付金の支給に関
する情報

6-3
雇用保険法による基本手当若しくは高年齢雇
用継続基本給付金の支給に関する情報

6-4
職業訓練の実施等による特定求職者の就職の
支援に関する法律による職業訓練受講給付金
の支給に関する情報

6-5
労働者災害補償保険法による給付の支給に関
する情報

6-6
地方公務員災害補償法による公務上の災害又
は通勤による災害に対する補償に関する情報

7-1
児童扶養手当法第三条第二項に規定する公的
年金給付の支給に関する情報

7-2
特別児童扶養手当等の支給に関する法律その
他の法令による障害を有する者に対する手当
の支給に関する情報

7-3
国民年金法その他の法令による給付の支給に
関する情報

7-4
国民年金法その他の法令による年金である給
付の支給に関する情報

7-5

昭和六十年法律第三十四号附則第九十七条第
二項において準用する特別児童扶養手当等の
支給に関する法律第十七条第一号の障害を支
給事由とする給付の支給に関する情報

7-6
国民年金法又は被用者年金各法による年金で
ある給付の支給又は保険料の徴収に関する情
報

7-7
国民年金法による障害基礎年金の支給に関す
る情報

7-8
特定障害者に対する特別障害給付金の支給に
関する法律による特別障害給付金の支給に関
する情報

7-9
特別児童扶養手当等の支給に関する法律その
他の法令による給付の支給に関する情報

7

社会保険
（年金）

年金・日本
年金機構関
係

6

社会保険
（雇用・労働）

雇用

労災補償
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9

保険者①

・特定健診データ等の管理等を支払基金・国保中央会に委託する仕組みとすることで、保険者間での円滑なデータ連携ができる。
マイナポータルや民間PHRサービスを活用して、本人が経年の特定健診等の記録を確認できるシステムも整備できる。

本人

健診実施機関

支払基金・国保中央会
特定健診
データ等

民間
PHRサービス

保険者②

オンライン資格
確認等システム

マイナポータル

保険者③

特定健診
データ等

健診結果を経年で
分かりやすく表示

保険者を異動後も
健診の履歴を管理

特定健診
データ等

※ 健診実施機関から支払基金経由で特定健診データ
等を保険者に登録する仕組みを検討

※ 「特定健診データ等」には特定健診の他、後期高
齢者医療広域連合が行う健診や、事業者健診、人
間ドック等特定健診として活用可能な項目（★）
を含む健診が該当

保険者等が閉域の通信環境で
接続するクラウドを活用

本人は保険者間の
データ連携に同意

支払基金・国保中央会は、保険者から
特定健診データ等の管理等の委託を受ける

経年の特定健診
データ等を提供

！
特定健診
データ等

特定健診
データ等

保険者間で特定健診
データ等の引継ぎ

特定健診の経年データを
特定保健指導の場面で活用

身体に起きている変化を理解

！

PHRサービス

NDB

厚生労働省

国への登録データの
作成（匿名化）・登録

マイナポータル等やPHRサービスで特定健診等の
経年データを閲覧

閉域のオンライン請求ネット
ワークなど既存インフラを活用

○ 新保険者から旧保険者に資格異動前のデータを
照会、旧保険者から提供
※ 現在は紙・電子媒体でやりとり

○特定健診データ等の保険者間の連携、マイナポータル等の活用（イメージ）

（※）PHR（Personal Health Record）サービス：個人の健康データを履歴管理し、健康管理サービスを提供。

★特定健診データ：身長・体重・血圧、血糖・血中脂質・肝機能・尿検査等の検査値、問診の結果、
血圧・血糖・血中脂質の治療薬の服薬、喫煙・飲酒、食事・運動等の生活習慣

○ 保険者には後期高齢者医療広域連合を含む

特定健診
データ等

保険者

保険医療機関

特定健診
データ等

厚生労働省 保険者による健診・保健指導等に関する検討会資料（2019年3月28日）



参考：マイナンバーカード関係
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顔写真付きの身分証明書として
➣ 市町村での厳格な本人確認 → 確かに本人であるという証
➣ 顔写真があるのでなりすましができない
➣ 公私での身分証明が可能

このカードを提示することで、
自分のマイナンバーを証明

➣ 社会保障・税などの手続で、添付
書類が不要に

インターネット等により、
どこからでも安全・確実に本人を証明

➣ 電子証明書を使って、全国のコンビニで住民票の写し等を受
け取れるほか、口座開設などの大切な手続も、どこからでも安
全にできる

今後、健康保険証としての利用や、
海外からのインターネット投票も可能に

さらに、将来的には
ＡＩその他の様々な先端技術の活用を実現
＜例＞窓口のＡＩ端末にカードをかざし、本人情報の自動入力
やＡＩとの対話により、行政手続をスムーズに

➠ Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代の必須ツール

マイナンバーの提示

対面での本人確認

電子的な本人確認

マイナンバーカードは、これからの時代の本人確認ツール

裏

交付無料

表

カードの
券面記載事項

ICチップ

マイナンバー

11



マイナンバーカードは安全

大切な個人情報は入っていない

✓ ICチップ部分には、税や
年金などの個人情報は記録
されない。

なりすましはできない

マイナンバーを見られても個人情報は盗まれない

マイナンバーを利用するには、
顔写真付き身分証明書等での本
人確認があるため、悪用は困難。

➣ 紛失・盗難の場合は、
２４時間３６５日体制で停止可能

➣ アプリ毎に暗証番号を設定し、
一定回数間違うと機能ロック

➣ 不正に情報を読み出そうとする
と、ICチップが壊れる仕組み

万全のセキュリティ対策

✓ 顔写真入りのため、
対面での悪用は困難。

オンラインの利用には
マイナンバーは使われない
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マイナンバー マイナンバーカード

○ 全住民１人に一つ、本人の意思にかかわらず、強

制的に付番・利用される。引越・転職・結婚でも不

変の番号で、個人を特定する機能が極めて強い。

住基ネット違憲訴訟最高裁判決を踏まえ、

以下の措置を講じて制度化

○ 利用主体や利用範囲を法律で限定（税・社会保
障・災害対策の３分野で個別に規定）。

○ 情報を一元管理する仕組みとしない。漏洩防止、

法定されていない収集・名寄せの禁止など、厳格に

管理

○ なりすまし防止のため、本人確認（「番号確認」

と「身元確認」）を義務付け。

※ 全国８地裁においてマイナンバー違憲訴訟が提起され、

係争中。

○ マイナンバー使用時の本人確認（「番号確認」

と「身元確認」）を１枚で行えるようにした、顔

写真付きのカード。

本人の申請に基づき、市区町村長が

厳格な本人確認を行ったうえで交付

○ 官民・分野を問わず、また、マイナンバーの利
用事務であるか否かを問わず、対面でもオンライ
ンでも本人確認手段として幅広く利用可能。

○ ＩＣチップ内に搭載された電子証明書により、
マイナンバーを使わずに、オンラインで本人確認
が可能。

○ 電子証明書やＩＣチップの空き領域は民間活用
も可能。

マイナンバー

ＩＣチップ
マイナンバーの
通知カード

マイナンバーとマイナンバーカードの違い

マイナンバーカードの保険証利用は、こちらの仕組み

医療機関・薬局では、マイナンバーは用いない
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マイナンバーカードの普及促進等のポイント
国民がマイナンバー制度のメリットをより実感できるデジタル社会を早期に実現するため、マイナンバーカードの普及、
その利活用を強力に促進するとともに、マイナンバーの利活用を図る。
関係府省庁が連携し、「マイナンバーカードを活用した自治体ポイントの実施」や「マイナンバーカードの健康保険証
利用の仕組み」など、マイナンバーカードの利便性を実感できる施策を順次実施する。

１．自治体ポイントの実施
消費税率引き上げに伴う消費活性化策として令和２年度に予定されている自治体ポイントの実施にマイナンバー
カードを活用。
マイキープラットフォームの改修や制度の具体化・広報、マイナンバーカードを活用したキャッシュレス基盤の構築等、
利用環境の整備等を着実に進める。

３．マイナンバーカードの円滑な取得・更新の推進等
安全・安心で利便性の高いデジタル社会をできる限り早期に実現する観点から、令和４年度中にほとんどの住民が
マイナンバーカードを保有していることを想定し、国は具体的な工程表を８月を目途に公表。市町村ごとのマイナン
バーカード交付円滑化計画の策定の推進と定期的なフォローアップを行うとともに必要な支援を実施。
マイナンバーカードの利便性、保有メリットの向上、利活用シーンの拡大。

２．マイナンバーカードの健康保険証利用
マイナンバーカードの健康保険証利用の仕組みを令和3年3月から本格運用。
全国の医療機関等ができる限り早期かつ円滑に対応できるよう、令和４年度中に概ね全ての医療機関での導入
を目指し、具体的な工程表を８月を目途に公表。医療機関等の読み取り端末、システム等の早期整備に対する
十分な支援を実施。
令和４年度末までの具体的な移行スケジュールを含め、保険者毎の被保険者のカード取得促進策を本年８月を
目途に公表。国家公務員や地方公務員等による本年度中のマイナンバーカードの取得を推進。

デジタル・ガバメント閣僚会議
（令和元年6月4日）決定
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マイナンバーカードの普及とマイナンバーの利活用の促進に関する方針（概要）
Ⅰ 基本的考え方
● 国民にマイナンバー制度のメリットをより実感していただけるデジタル社会を早期に実現するため、安全・安心で利便性の高いデジタル社会の基盤である
マイナンバーカードの普及とその利便性の向上等を図る。

● 社会保障の公平性の実現、行政の利便性向上・運用効率化等に向け、マイナンバーの利活用の促進を図る。

Ⅲ フォローアップ等
● 真に効率的・効果的な手法により実施。内閣官房は、各府省の施策の実施状況等を定期的にフォローアップし、デジタル・ガバメント閣僚会議に報告。

Ⅱ マイナンバーカードの普及とマイナンバーの利活用の促進
１．自治体ポイントの活用
（１）制度設計等（基本的な制度設計について、検討を加速し、結論を得次第、順次広報を実施。）
（２）環境整備（本年末までに、協議会への全地方公共団体の参加勧奨。マイキーID設定の簡素化、ID設定の支援、広報）
２．マイナンバーカードの健康保険証利用
（１）医療の質と利便性の向上等（確実な本人確認と保険資格確認、過誤請求防止、特定健診情報等の活用、薬剤費の節約、顔認証の活用 等）
（２）マイナンバーカードの健康保険証利用に向けた環境整備（マイナンバーカードの健康保険証利用を令和3年3月から本格運用。令和4年度中に概ね

全ての医療機関での導入を目指すこととし、具体的な工程表について、本年8月を目途に公表。令和4年度末までの具体的な移行スケジュールを含
め、保険者毎の被保険者のカード取得促進策についても、本年8月を目途に公表。国家公務員及び地方公務員等については、本年度内にマイナン
バーカードの一斉取得を推進。)

（３）企業の総務事務の効率化の促進等（社員証、社員の健康管理、社会保険・税手続きのワンストップ化 等）
３．マイナンバーカードの円滑な取得・更新の推進等
（１）全市区町村における交付円滑化計画の策定・推進等(安全・安心で利便性の高いデジタル社会をできる限り早期に実現する観点から、令和4年度中

にほとんどの住民がマイナンバーカードを保有することを想定し、具体的な工程表を8月を目途に公表。市区町村に対し必要な財政支援を実施。)
（２）全業所管官庁等を通じた計画的な取組と定期的なフォローアップ（全企業において必要な手続きが円滑に進むよう、フォローアップを実施。）
（３）マイナンバーカード申請・交付機会の拡大等（企業等への出張申請サービスの積極的展開、他の行政機関等（ハローワーク、税務署、運転免許セ

ンター、病院、介護施設、学校、郵便局、出入国在留管理局等）との連携強化による市区町村の出張窓口の設置（臨時措置））
（４）住民票作成時のマイナンバーカード申請手続き整備 （新生児、外国人等の住民票作成）
（５）取得申請事務の簡素化等（写真撮影、入力支援、平日夜間・休日の窓口開庁や臨時窓口の設置等）
（６）電子証明書等の更新への対応
４．マイナンバーカードの利便性、保有メリットの向上、利活用シーンの拡大
①デジタル・ハローワーク・サービス、②デジタル・キャンパス、③納税手続きのデジタル化、④建設キャリアアップシステムとの連携、⑤各種カード、手帳等との一
体化等によるデジタル化、⑥公的サービス等での利用拡大、⑦マイナンバーカード読み取り対応スマートフォンの拡大等の公的個人認証の利便性向上

５．マイナンバーカードの安全性や利便性、身分証明書としての役割の拡大と広報等
６．マイナンバーの利活用の推進（情報連携の推進、金融機関等との連携、行政の効率化）

デジタル・ガバメント閣僚会議
（令和元年6月4日）決定
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（マイナンバーカード交付枚数（想定））

全体スケジュール

2020年７月末 3000～4000万枚 マイナンバーカードを活用した消費活性
化策に向けて

2021年３月末 6000～7000万枚 健康保険証利用の運用開始時

2022年３月末 9000～10000万枚 医療機関等のシステム改修概成見込み時

2023年３月末 ほとんどの住民がカードを保有

（マイナンバーカードの健康保険証としての医療機関等の利用環境整備）

2019年10月 「医療情報化支援基金」設置、医療機関等におけるシステムの検討を
継続

2020年８月 詳細な仕様の確定、各ベンダのソフト開発を受け、医療機関等におけ
るシステム整備開始

2021年３月末 健康保険証利用の本格運用
医療機関等の６割程度での導入を目指す

2021年10月 マイナポータルでの薬剤情報の閲覧開始

2022年３月末 2022年診療報酬改定に伴うシステム改修時
医療機関等の９割程度での導入を目指す

2023年３月末 概ね全ての医療機関等での導入を目指す

デジタル・ガバメント閣僚会議
（令和元年9月3日）決定
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